
平成　　年　　月　　日

　　（財）不動産適正取引推進機構　御中
　　　ＦＡＸ　０３－３４３５－７５７６
　　　　ＴＥＬ　０３－３４３５－８１１１

お申込者　　〒　　　　　　－　

おところ

お申込者　（団体・会社）　

おなまえ

ご担当者

部署名・おなまえ　　　　　　　　　　部　　　　　　　　　　　　　課

ご連絡先

電話番号　　　　　市外局番　（　　　　）－（　　　　　　）－（　　　　　　　）　　　　　内線　(　　　)　

書　籍　・　小　冊　子　リ　ス　ト
番号 申込数量（冊）税込定価（円）

1 「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン(再改訂版)」(平成23年度8月) 945
2 「不動産売買の手引」（平成23年度改訂版） 126
3 「住宅賃貸借（借家）契約の手引」（平成23年度改訂版） 完売
4 「最新宅地建物取引業法法令集」（平成23年4月1日現在公布） 525
5 「建物賃貸借トラブルの実例と解決」 1,785
6 「わかりやすい宅地建物取引業法」 2,940
7 「不動産売買トラブルの実例と解決」 1,785
8 「不動産取引用語辞典」（8訂版） 2,520
9 「望ましい重要事項説明のポイント」（3訂版） 1,680
10「不動産売買における媒介報酬の解説」 2,730
11「新トラブルはこうしておきる」 1,680
12「最近の諸課題を踏まえた不動産取引 」 630
13「東日本大震災と不動産取引の法律上の問題 」 525
14「宅地建物取引の最新の課題」 525
15「不動産取引業者の行為規範に関する若干の考察―最近の事例・判例から」 525
16「不動産取引紛争に関する留意点　～予防と対処～」 525
17「不動産取引と不動産市場の特質　－売買を中心として－」 525
18「売主・貸主の破綻と媒介業者の責任」 525
19「近時の判例に学ぶ瑕疵担保責任と宅建業者の説明義務」 525
20「最近の不動産取引に係る相談事例と行政処分について」 630
21「金融商品取引法の施行と不動産業」 630
22「新不動産登記法（概説）と中間省略登記の実務」 500
23「不動産取引紛争と対策」－予防法学（紛争の未然防止）の見地から－ 500
24「宅地建物取引をめぐる最近の情勢」 500
25「媒介報酬をめぐる紛争と判例の要点」 500
26「最新・不動産取引の判例」 2,100
27「宅地・建物取引の判例（9）」-平成15～17年－ 1,400
28「宅地・建物取引の判例（8）」-平成12～14年- 1,400
29「重要事項説明と業者の責任」 400
30「不動産取引紛争事例集」（第3集） 1,500
31「続・不動産取引紛争事例集」 1,500
32「不動産取引紛争事例集」 1,500

①送料は、実費をご負担いただきます。

②書籍・小冊子のお申込は、このリストの該当番号に○を付けて必要数量をご記入のうえ、ファックスでお送りください。

③なお、書籍等をお送りする際に、請求書と郵便振替を同封いたしますので、到着後、早急に代金をお支払ください。

※ご記入いただいたお客様の個人情報は、ご注文いただいた書籍の発送及びご請求の連絡に限って利用し、その目的以外での利用

はいたしません。

書　籍　・　小　冊　子　名

書　籍　購　入　申　込　書

 20120501


